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Summary   

⚫ 本レポートは自動車業界におけるサーキュラーエコノミー（CE、循環型経済）の現状と技術的・制度的取り組みを整理し、

持続可能な社会実現に向けた課題と展望を示している。 

⚫ 自動車のCE実現には、リサイクルしやすい材料設計や解体性向上などの技術的な対応が不可欠である。欧州では使用

済み自動車の環境負荷を減らすための規制が議論され、法的対応も世界的な潮流となりつつある。 

⚫ 使用済み自動車を適正に解体・再資源化するには強制力と法制度が不可欠である。先進国では法整備が進むが、途上

国では未整備で中古車が集中し環境問題が深刻化している。民間主導の小規模モデルとメーカー・商社の協業、技術移

転が鍵となり、地産地消型CEの拡大がグローバルなCE実現につながる。 

 

1. はじめに 

2010年にエレン・マッカーサー財団が「サーキュラーエコノミー」（CE、循環型経済）という概念を提唱して以来、CEは使い

捨てプラスチックの規制や再生材の利用義務化など、政策・産業・消費者の行動に大きな影響を与えてきた。 

サーキュラーエコノミー：たゆまぬ理想の追求 
—自動車業界から学ぶ持続可能な未来の姿とは— 
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しかし、グローバルの目線で俯瞰すると、経済合理性を伴いつつ、より「閉じたサイクル（Closed-loop）」に近いCEはまだ

完成しているとはいえず、機能しているといえるCEも依然局地的であるといえる。これはCEへの取り組みがそれぞれの国や自

治体の自主性に委ねられてしまい、グローバルの目線での仕組みがまだ成熟していないことが理由と思われる。 

消費財の中で最も大きな質量・体積をもつ製品の一つに自動車がある。世界で年間およそ1億台が生産され、2,500万

台が廃棄されていると言われる。多くの個人が所有する、移動し得るモノとしてはおそらく最大の質量を持つ自動車は、普通

自動車で重量1.5トン、部品点数は3万点に上る。金属・プラスチック・ゴム・ガラス・セラミック・リチウムイオン電池など実に多

くの材料が使われている。そしてこの自動車一つにしても、各構成部材を再利用するためにこれまで大変な英知と労力が費

やされてきた。CEの概念誕生以来、自動車は「より完成されたCE」を語る際の代表的な存在であったといっても過言ではな

い。 

自動車のCEの在り方、各事業者による最新の取り組みを理解し整理することは、グローバル社会全体のCE実現にとって

大きな手掛かりとなり、われわれが今後全方位に戦略を張り巡らせる際の、大事な示唆を与えるものと考える。 

かつての自動車は「作ったら作りっぱなし」だった。しかし昨今は、懸命に回収し、再利用し、再資源化しようと日々技術

革新に挑む人々がいる。自動車業界としても、車体・部品・材料・廃棄物リサイクルなどサプライチェーン全体の事業者が一

丸となってCEに取り組んでいる。具体的には、リサイクルしやすいマテリアルの開発、解体しやすい車体の構造設計、交換し

やすい標準化された部品、リサイクル材の採用、そして最後に止むを得ず出る残渣物の有効活用など、設計から製造、廃

棄まで自動車のライフサイクル全体における取り組みは進化している。自動車業界は、異なる国にまたがってグローバルに展

開されるサプライチェーンを持つため、自動車におけるCEへの取り組みを突き詰めることは、＜グローバルに網を掛けたCE＞に

近づく為の最適な試金石となるだろう。   

一方、自動車というものは、安くはないその価格設定、個人の思い入れが強くなり得る製品、という観点から、購入する

消費者側の意識もCEの実現に大きな意味を持つ。属する自治体や国の要請に耳を傾け、法規制があればそれに則り、消

費者としても意識改革を進めることが、廃棄物が発生せず資源が循環し続ける、より完成されたCEの実現に大きく寄与す

る。 

以上のような背景から、本レポートでは「自動車におけるCE」に焦点を当て、設計から廃棄までの技術・イノベーションの現

在地、そして法制度や消費者に求められる意識変化の在り方を取り上げ、他産業への展開・応用を検討する上での示唆

となること期待する。 

 

2. リサイクルしやすいマテリアル 

2-1. Car-to-Car とは 

Car-to-Carとは、使用済み自動車（End-of-Life Vehicle：ELV）から回収した材料や部品を、新車または新車部品

の製造に再利用する循環型リサイクルの考え方である。この循環を成立させるためには、製品設計段階におけるマテリアルデ

ザイン（材料設計）が重要となる。なぜなら、リサイクルの成否は、回収後の処理技術によって決まるのではなく、製品が

「どのような材料・構造で設計されているか」によって、ほぼ決まってしまうからである。 
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EUでは、ELV指令を「規則」へと移行させる法改正の検討が進んでいる。1具体的には、新車に使用するプラスチックにつ

いて再生材の使用が義務化され、そのうち一定割合はELV由来の材料とすることが求められる見込みである。これはCar-

to-Carを単なる理想論ではなく、制度的に成立させる意図があることを意味する。この結果、材料選定や部品構造が循環

することを前提としていなければ、将来的に製品を上市できなくなる可能性が高まった。このような状況を受けて、現在は回

収技術の高度化のみならず、設計思想そのものの転換を目指す段階にある。 

 

図表１： Car-to-Car の概念図 

 

 

出所: 各種資料から三井物産戦略研究所作成 

 

2-2. 循環に向けた材料設計 

循環を前提とした材料設計の中核は、単一素材化（モノマテリアル化）にある。複数樹脂の積層や異種材料の組み

合わせは性能面では合理的なこともあるが、回収後の分別を困難にし、高品質な再資源化を阻害する要因となる。そのた

め近年は、異種材料で機能を分担するのではなく、同一ポリマー内で配合やグレード設計を最適化することで要求性能を満

たす方向へと設計思想が移行している。特に内外装部品のように回収量が多い部位では、ポリプロピレン（PP）を中心と

したオレフィン系材料によるモノマテリアル設計がCar-to-Car実装において最も現実的な選択肢となっている（図表2）。 

 

 

 

 
1 https://environment.ec.europa.eu/topics/waste-and-recycling/end-life-vehicles_en（最終閲覧日：2026年1月22日） 

https://environment.ec.europa.eu/topics/waste-and-recycling/end-life-vehicles_en
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図表 2： モノマテリアル化検討事例 複合材料からオレフィン系材料へ 

 

 

出所: https://tech.toyota-boshoku.com/aee2025/jp/（最終閲覧日：2026年 1 月 22 日） 

 

 

https://tech.toyota-boshoku.com/aee2025/jp/
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接着剤レス化やファスナーを標準化する動きも、循環設計の重要な要素である。ファスナーの標準化とは、部品を留めるネ

ジ等の種類や位置を可能な限り共通化するという考え方である。完全な接着剤排除は現実的ではないが、分解を前提と

した結合方式への置き換え、主要材料の統一、解体手順の明確化を組み合わせることで、循環性は大きく改善される。

EUのELV規則案では、破砕前に取り外す部品の扱いが明示されており、設計段階で「解体されること」をあらかじめ織り込ん

だモノづくりの姿勢が求められている。 

 

2-3. 「循環を阻害する構造」とそのブレークスルー 

循環を阻害する構造として代表的なのは、「樹脂複合化」「異材接合」である。樹脂複合化の代表例である繊維強化や、

異材接合による樹脂と金属・ゴムの一体化は機能性を高めるが、分離できない限りCar-to-Carは成立しない。この課題に

対するブレークスルーは、分解可能な結合材料と、分別精度を高める設計という2つの分野で起きている。 

近年注目されているビトリマー2に代表される熱可逆的架橋材料は、熱硬化性樹脂並みの耐久性を維持しながら再加

工や再接着を可能にする。再加工可能なエポキシ系接着材料が「再資源化可能な接着剤」として、アカデミア主体での研

究開発が進んでおり、接着の利点を保持したまま解体性を担保するアプローチとして量産適用に近づきつつある。一方でコス

トや長期耐久性といった課題は依然残る。 

現実的な解として検討が進んでいるのは、材料表示や解体情報の標準化である。デジタル材料タグ3のような先進技術

の適用も議論されているが、ISOに基づく材料表示や解体情報の整備が現在最も実装に近い手段である。ELV規則案に

おいても、材料識別の確実性が循環の前提条件として位置付けられている。材料タグやQRコード、バーコード等を活用し、

材料が「現場で読める情報」として容易に取得できる状態を徹底することがCar-to-Car実現への近道とされている。 

 

2-4. 事例：Car-to-Car再資源化を狙った新素材・新設計 

実用化に最も近いCar-to-Carの事例として、ELV由来バンパーを再び自動車部品へ戻す取り組みが挙げられる。バンパー

が先行しているのは、その大半がポリオレフィン（PPやPE）で構成されていることから、他の部材と比較して再資源化が容易

であるためである。リサイクラーである（英）MBA Polymers と自動車部品サプライヤーである（仏）OPmobilityは、使用

済み車両から回収したバンパーを再生し、新しいバンパーとする「BUMPER-TO-BUMPER collaboration」を2024年から開

始している4。また（日）MAZDAでも同様の取り組みがなされている5。その実現にあたり、回収しやすい単一素材の採用に

加えて、使用後に回収された材料を再度溶融・再配合しても品質が安定的に確保されることを前提に、あらかじめリサイク

ル工程を織り込んだ材料グレード設計を行い、さらに製品側の性能要件を見直している。これらを一体的に推進している点

において、Car-to-Carの模範といえる。 

使用済みバンパーから再度バンパーを製造する際の設計では、単に再生材を混合するのではなく、塗膜残渣や汚染、物

性ばらつきを前提に部品仕様を再設計することが重要となる。今後は、再資源化のしやすさを前提とした工程に組み込み、

 
2 溶剤フリーで常温流通可能な環境配慮型の高耐熱性接着シートを開発｜国立大学法人名古屋工業大学（最終閲覧日：2026年1月22日） 
3 Home - Catena-X（最終閲覧日：2026年1月22日） 
4 MBA Polymers launches scheme to 'directly recycle' car bumpers - letsrecycle.com（最終閲覧日：2026年1月22日） 
5 時代を先取るマツダのリサイクルの原点。オール広島で乗り越えた技術の壁とは -CNへの挑戦 シリーズ vol.5-（最終閲覧日：2026年1月22日） 

https://www.nitech.ac.jp/news/press/2023/10779.html
https://catena-x.net/
https://www.letsrecycle.com/news/mba-polymers-launches-scheme-to-directly-recycle-car-bumpers/
https://www.mazda.com/ja/mazda-mirai-base/articles/20251020-lca-bumper-recycle/
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材料表示、分解手順、単一樹脂化、再生材適用可能性を、重量やコストと同列の設計要件として扱うことが必須となっ

て来るであろう。EUのELV規則案は、この設計思想を制度的に固定化しようとしている（図表3）。 

 

図表 3： バンパー to バンパー工程 

 

 

出所: https://www.mazda.com/ja/mazda-mirai-base/articles/20251020-lca-bumper-recycle（最終閲覧日：2026年 1 月 22 日） 

 

 

2-5. これからの材料設計 

Car-to-Carを成立させる鍵は、回収後の高度な再資源化技術に依存することではなく、最初から循環を前提として設

計された材料と構造にある。モノマテリアル化、解体を前提とした接着・接合、材料情報の標準化、再生材を前提としたグ

レード設計は、それぞれ単独ではなく、相互に補完し合う要素である。 

特にEUのELV規則案においては、Car-to-Carを「努力目標」ではなく「設計要件」へと引き上げようとしており、OEMおよ

びTier1にとって材料循環は競争優位性の源泉になりつつある。日本国内においても企業を中心として新たな動きが見られ

る。BlueRebirth協議会6は日本の自動車産業におけるCE実現を目指し、2035年までにCar-to-Car資源循環の実装を目

標として2025年6月に設立された。（日）トヨタ自動車、（日）三井化学、（日）豊田通商といった完成車メーカーから

材料、再生原料メーカーまで約30社が参画し、生産と解体・リサイクルの連携強化への取り組を開始している。 

今後の自動車材料設計においては、どの部材を、どの材料で単純化し、どのように戻すのかという具体的なプロセスがより

重要な論点となるだろう。 

 
6 https://www.bluerebirth.jp/ 

https://www.mazda.com/ja/mazda-mirai-base/articles/20251020-lca-bumper-recycle
https://www.bluerebirth.jp/
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3. 解体しやすい自動車設計  

3-1. サーキュラーエコノミー（CE）が自動車設計に与える影響 

CEの基本的な考え方である「廃棄物を発生させない、長く使い続けること」を実現するため、自動車設計においては、前

項で解説した「再生材対応」に加え、修理しやすく、部品を再利用しやすくするための「解体しやすい構造、モジュール化」や、

再使用・リサイクル時の品質確保の観点から、素材や部品が何の自動車でどのような使用状況にあったのかを「デジタル管

理」することなどを必須要件として自動車設計へ反映する努力が行われている（図表4）。 

これは、従来の自動車作りの、製造・使用・廃棄というライフサイクルを前提に個々のデザインや性能を優先させる設計か

ら、資源効率の最大化を最優先させるという、CEに配慮した自動車の設計への転換が始まっていることを示している。 

 

図表 4： サーキュラーエコノミーが自動車設計に与えるインパクト 

 

出所: 各種資料から三井物産戦略研究所作成 

 

3-2. 解体しやすい構造にする設計 

これまでの自動車は、多くの異なる素材を使った複雑な構造をしていたため、修理や高品質な再生材確保のためには、

手間とコストをかけて部品単位で解体することが常であった。しかし、その方法では人手・時間・エネルギーコストが増加し、経

済性の悪化が避けられないため、抜本的な改革が必要であった。こうして始まった考え方が「解体しやすい構造」というもので

ある。 

解体しやすい設計には、図表5に示すように「モジュール化」「接合方法の工夫」「材料の識別性向上」の3つの設計指針

がある。 

 

 

 

 

解体しやすい構造 再生材利用（標準化）

モジュール化と長寿命化

デジタル技術との融合
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図表 5： 解体しやすい設計指針 

 

出所: 各種資料から三井物産戦略研究所作成 

 

モジュール化はリサイクル性向上だけでなく、モジュールを標準化することで異なる製品間でも共通部品を使えるなど、開発

の効率化やコスト低減も同時に実現する重要な設計指針である。例えば、（独）Volkswagenは「VW MQBプラットフォー

ム」というモジュール化戦略を取り、車両構造をモジュール化することで複数車種に共通部品を使用しつつ、解体時にはモジュ

ール単位での取り外しを可能とし、リサイクル工程での分解時間を短縮している（図表6（a））。 

 

図表 6： 解体しやすい設計の例 

 

出所: （a）https://autoprove.net/imported-car/vw/209433/（最終閲覧日：2026年 1 月 22 日） 

 （b）（c）https://global.toyota/pages/global_toyota/mobility/technology/toyota-technical-review/TTR_Vol70-1_J.pdf   

（最終閲覧日：2026年 1 月 22日） 

 

接合方法の工夫の例では、溶接や接着を使わずインスツルメントパネルを接合し、取り外しやすいようV字ミゾを入れ、強

く引くことで容易に解体できる構造をトヨタ自動車が採用する（図表6（b））。同社はまた、材料の識別性向上ではワイ

ヤハーネスの識別テープをリサイクル時の引きはがしを効率良くできるよう作業がしやすい位置に貼るなど細かい配慮を施して

ている（図表6（c））。分解時の作業視認性を高め、材料の識別を簡易にする設計は、素材の再利用・リサイクルを向

内容設計指針

部品やシステムをモジュール単位で標準化して設計し、容易に分離できる構造

にする。例えば、電装系や内装部品をユニット化し、専用工具なしで取り外せ

るようにすることで、解体時間を短縮する。

モジュール化

溶接や強力接着剤は解体が困難なため、代わりに、ボルトやクリップなど再

利用可能な機械的接合を採用し、工具アクセス性を考慮した配置を行う。
接合方法の工夫

リサイクル工程では素材の分別が不可欠。樹脂部品には材質表示を刻印し、

異種材料の複合化を避けることで、再資源化の効率を高める。
材料の識別性向上

(a) VW：複数車両のパワートレイ

ンなどを共通化

(b) トヨタ：パネルを取り外しやす

いようにV字ミゾを多数設置

(c) トヨタ：ワイヤハーネスの識別テープを

はがしやすいように、視認性を向上

モジュール化 接合方法の工夫 材料の識別性向上

https://autoprove.net/imported-car/vw/209433/
https://global.toyota/pages/global_toyota/mobility/technology/toyota-technical-review/TTR_Vol70-1_J.pdf
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上させる重要な取り組みである。 

EUのELV規則案では、新車の再生材使用を義務化する方向で検討が進められており、日本の自動車メーカーにも設計

段階でのリサイクル配慮が求められる。設計段階から「解体性」を考慮することが企業の競争力に直結する時代となってい

る。 

 

3-3. 資源循環を高めるデジタル管理 

 資源循環を実現するためには、「部品や素材がどこから来たのか？」という履歴を容易に管理するためのデジタル技術を

活用することが欠かせない。部品の中でも近年販売量が増加している電気自動車（EV）に使われているリチウムイオンバッ

テリーは、リチウム、コバルト、ニッケルといった重要鉱物を含むことから、効率良く使用することや再利用、リサイクルを徹底す

る必要がある。 

 EVバッテリーのCE実現に向けて、欧州では2023年に欧州電池規則が発効し、ライフサイクル全体のCO2排出量を示すカ

ーボンフットプリント（CFP）の申告や再生材使用量の開示、製品情報のデジタル登録などが順次義務付けられていく

（図表7）。 

  

図表 7： 欧州電池規則における製品情報デジタル登録 

 

出所: 各種資料から三井物産戦略研究所作成 

 

EVバッテリーの製造や使用、廃棄に関わるデータは、電池パスポートで一元管理される。このようなプラットフォームは、欧州

電池規則をきっかけとして、中国、米国、日本などでも導入が検討されている。電池パスポートは図表8に示すように電池の

原材料から製造、EV製造、販売、リユース、リサイクルに関わる広範なサプライチェーンを構成するネットワークから大量の情

報提供を受けて成立する。そのため、データの取得から管理、活用に至るまでデジタル技術の活用が重要な鍵となる。 

 

 

 

内容登録情報

シリアル番号、製造者、モデル、製造日など製造識別情報

使用材料（リチウム、コバルト、ニッケル、鉛など）の種類・割合と調達元情報材料構成

充放電サイクル数、劣化率、安全性試験結果性能・耐久性データ

リサイクル材料の割合とその追跡可能性再生可能材料含有率

再利用・リサイクル手順、重要鉱物の回収率エンド・オブ・ライフ情報

ライフサイクルのカーボンフットプリント環境影響情報

原料調達の倫理性、人権・環境デューデリジェンス（要第三者機関の検証）供給網デューデリジェンス
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図表 8： 電池パスポートを構成するネットワーク 

 

出所: 各種資料から三井物産戦略研究所作成 

 

日本では経済産業省と電池産業に関わる249社が参加する「電池サプライチェーン協議会」などによりシステム構築が進

められている。経産省は企業間でCFPやサプライチェーン情報を安全に共有するためのデジタル基盤「ウラノス・エコシステム」を

開発、電池の製造からリサイクルまでのデータ連携を標準化し、電池パスポート対応や国際規制への適合、資源循環型社

会の実現を目指している。 

 デジタル管理の一例としてEVバッテリーを取り上げたが、2項で述べたリサイクル材の製造・使用においても材料識別から

使用履歴、性能・耐久性などのデータの整備が必要となる。自動車を構成するすべての素材、部品類についても電池パス

ポートのようなデジタル情報管理が重要な役割を果たすことになるだろう。 

 

4. より完成されたCEの実現に向けて 

 4-1. 使用済み自動車の再資源化 

以上のように、自動車業界では、「リサイクルしやすいマテリアル」「解体・リサイクル・リユースしやすい自動車設計」という

観点から、従来の発想を逆転させたモノづくりをするようになってきている。これは過去の自動車にまつわる CE の議論におい

て、多くの場合、「使用済み自動車」をどうするか、という出発点が多かったことに鑑みれば大いなる進化を感じる。しかし、

原材料

製造

電池製造 車両製造

車両販売

リユースリサイクル

電池パスポート

＋ー

セルメーカー

組立メーカー

部品メーカー

車体メーカー

新車販売

中古車販売

修理・解体

保証・保険

再処理

最終処分

化学工業

金属・鉱業

製造識別情報、材料構成、性能・耐久性データ、再生可能材料含有率

エンド・オブ・ライフ情報、環境影響情報、供給網デューデリジェンス
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形あるものはいつか必ず壊れ、廃れ、人間の手元を離れ、捨てられていく。物質社会から脱却し、持続可能な社会への移

行が試される現代社会ではあるが、依然グローバルで年間 1 億台もの新車が製造される自動車業界においては、技術の刷

新とともに古いモデルは中古車市場を経て、やがて廃棄物としてその寿命を終える。そこで継続的な課題となるのが、使用

済み自動車の回収と、解体、そして資源の再利用である。この部分でいかに無駄を省き効率化するかが、より完成された

CE の実現に向けて不可欠となる。 

   

 4-2. シュレッダーダスト（ASR）の低減 

使用済み自動車から再利用・再資源化可能な有価物を手作業や重機で取り外した後は、一般的に細かく破砕する

工程「シュレッダー」を通すことになる。細かく破砕された後の屑からは、磁力や渦電流などを使った高度分別機で、鉄やアル

ミといった金属が回収され、その後、製鉄所やアルミ精錬所へ送られて再資源化される。しかし、あらかじめ有価物を取り外

していたとしても、そして破砕した後の屑から高度分別で金属屑の大部分を抽出していたとしても、どうしても最後に回収され

ずに残った破砕残渣、具体的には金属以外の部材（プラスチック、ゴム、繊維、ガラス、発泡材など）の残渣が一定量残

ってしまう。これがシュレッダーダスト、つまり ASR（Automobile Shredder Residue）である（図表 9）。 

  

図表 9： 使用済み自動車のリサイクルの流れ 

 

 
出所: 各種資料から三井物産戦略研究所作成 
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自動車リサイクルのより完成された CE 実現のためにはこうした ASR を極力減らすことが必要で、そのために現在でも絶え

間なき技術革新が行われている。 

ASR を低減するには主に 3 つのアプローチがある。まずはもともとの発生を抑えること。それには前述の車両設計段階での

工夫、つまりなるべく単一素材を組み合わせ、パーツ数を減らし、分解しやすい構造とすることにより破砕屑そのものが出な

いようにすることだ。次に、解体工程での分別を強化すること、つまり手間を惜しまず、金属以外の部材もできる限りあらかじ

め取り外すことにより、ASR の発生そのものを減らすことができる。そして最後に、破砕後も引き続き高度分別技術を駆使し

て、細かい金属残渣を丁寧に回収すれば、結果的に ASR 全体の発生量低減にもつながる。 

ASR はさまざまな素材が混入しているため、現状は①最終処分場（埋立地）行き ②熱処理（焼却・ガス化）③前述

の通り、さらに高度選別し資源回収の三者択一となる。①は環境負荷の懸念もあるため、国土が限られた国々にとっては

最後の手段とすべきである。②はサーマルリサイクルという別名もある通り、エネルギー回収という見方もできるので CE に貢献

できるとはいえる。国や地域によってはこうしたエネルギー回収に重きを置く場合もある。例えば EU に比べ日本はその傾向が

強い。③は AI 分別、化学分離、静電分離などの技術進化とともに、ASR をより細分化し選別する取り組みが世界中で加

速している。 

 これらに加え、昨今特に注目したい業界の動きがある。法制度の変更により、経済的インセンティブの流れを変え、ASR

への混入物を減らし、量を低減させようというものだ。 

 

 4-3. 資源回収インセンティブ制度 

 一例として、日本においては 2026 年 4 月から「資源回収インセンティブ制度」が新たに導入される。ASR の低減を目的

とし、破砕工程の前に積極的にガラスや樹脂などを回収しようとする解体事業者に対し、経済的インセンティブを与えようと

するものである。 

 これまでは、取り外しに手間・時間・コストがかかるガラス・樹脂などの回収に関して、解体事業者には義務も追加報酬も

なかった。そのため、そのような手間を掛けることは経済性を圧迫することになる。しかも、従来の日本の自動車リサイクル法

においては、ASR の低減ならびに再資源化努力は全て破砕業者側に課されていた。したがって、解体事業者は有価パーツ

や金属のみ回収し、残りは破砕業者に引き渡すのが通例であった。 

 今回の「資源回収インセンティブ制度」では、従来、国が ASR の再資源化費用として破砕業者に支払っていた費用の一

部を、あらかじめガラス・樹脂を回収して、それを再生材として原材料メーカーに提供する枠組みを作った解体事業者に対し

て報酬として振り替える新たな試みだ（図表 10）。解体業者にとってはガラス・樹脂を事前に取り外すコストが補填される

こととなり、その結果利益が見込めればインセンティブとなる。ガラスや樹脂を事前に高品質なまま回収し再度資源に回すこ

とができるようになれば、結果として ASR の低減を図ることができる。 

国や自治体の制度を見直すことで、経済合理性の観点からそれまで処理が難しかった廃棄物を資源に変えることができ

た例の一つだ。 
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図表 10： 制度概要の概念図 

 
出所: https://www.jarc.or.jp/shigenkaisyu/login/（最終閲覧日：2026年 1 月 22 日） 

 

5. 今後の展望   

本レポートでは、使用済み自動車を対象とし、CE の循環サークルの中でもより完成された「閉じたサイクル（Closed-

Loop）」を実現するため、注目すべき取り組みに焦点を当てた。 

しかし、そのような完成された CE の実現のためには、一定の強制力が必要となる。強制力がなければ、ヒトは車検にも通

らないような有害排気ガスをまき散らす古い車をいつまでも乗り回し、廃車となった後でも山奥に不法投棄するか、違法業

者に売り渡し、業者は秩序なき解体の過程でフロンを放出し、有害液体を地中に垂れ流すかもしれない。したがって、新車

が大量に製造され販売される消費社会においては、一定の強制力をもって、環境適合した自動車を走らせることが必要と

なる。また、所有者が使用済み自動車として廃棄すると決めた後も、環境負荷をかけないように解体し、有価物を回収し、

再資源化するような枠組みを実現するには強制力が必要となってくるのである。 

そうした強制力というものが法律や規制である。先進国ではそれぞれの産業の事情に則した自動車リサイクル法といった

ような法制度が成熟しつつあるが、多くの発展途上国・新興国においてはいまだそうした法制度が未整備で、多くの環境問

題を抱える。 

 もう一つ重要な側面として、先進国で生産され、先進国で販売された新車は中古車となった後、多くが発展途上国・新

https://www.jarc.or.jp/shigenkaisyu/login/
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興国に輸出され7、その後長らく使い続けられ寿命を全うしていくという自動車業界の構図がある。つまり、寿命を全うした自

動車は発展途上国・新興国に蓄積する傾向がある。そのため、グローバル規模でのより完成された CE 実現には、特にそうし

た国々に注意を向け、CE の考え方を浸透させる動きが肝要となってくる。 

そうした途上国においては、まずは民間主導で小さく回し始めることが非常に重要と考える。先進国が先導してそうした途

上国を支援している例として、日本の国際協力機構（JICA）が政府開発援助（ODA）の一環として、民間企業の専

門家を途上国に派遣し、日本が誇る技術の移転支援を行ったり、途上国から日本に人材を受け入れ、技術研修を支援

したりしていることが挙げられる。 

民間レベルでも志を高く、小さく始めればやがて、それがモデルケースとなり、次に国や自治体が本腰を入れた時に、そうし

たモデルケースを「法制化に向けた実証の場」と認めて、国・自治体の方から協業を求めてくることもあるだろう。 

  そこで不可欠な「後ろ盾」となるのが自動車メーカーだ。前述の通り、自動車メーカーは、設計段階から廃棄・解体まで念

頭に置いた自動車づくりを推進している。自動車メーカーが途上国の現地法人やローカルパートナーを通して、民間の CE 実

現の後押しをすることは大きな意味を持つだろう。例えば、各自動車メーカーが定める、環境に負荷を与えない適正廃車解

体のノウハウを途上国にも伝授すれば、民間の適正解体ノウハウの底上げにもつながる。また、民間が小さく始める適正解

体工場の作業現場に対して大手自動車メーカーが環境適合性を審査し、独自の認証を与えれば、のちに国・自治体が法

制度整備を検討することになった際、既に認証を持っているその工場としては大きなアピールとなるだろう。自動車メーカーとし

ても、それぞれの国・地域で自社が使用済み自動車の適正解体に貢献している証跡を残すことができ、共にメリットがある。 

やがて、そうしたモデルケースとなる 1 つの民間企業が、10 に増え、20 に増えればそれが既成事実となり、日本の

BlueRebirth 協議会のような自主的な業界の動き、そして国・自治体の法制度化に向けて動かす大きな力となるだろう。 

CE の大原則は「地産地消」である。モノが再利用され、リサイクルされ再資源化される際に、モノの移動は最小限となるこ

とが好ましい。移動はコストであり、ただでさえ労働集約的になりがちな CE 現場においては、モノをできるだけ動かさず小規模

な CE を回すことだ。 

そうした小規模な CE を回す場合にも、地場の民間企業や国・自治体、自動車メーカーなど多くの利害関係者が同じ方

向を向いて協業することが実現の鍵となる。そうしたなか、各利害関係者を束ね、連携させる際に強力な存在となり得るの

が、それぞれの国や地域に根を張り、豊富なネットワークを持つ総合商社だ。上流から下流まで、さまざまな当事者を取りま

とめることができる存在になり得るだろう。各自動車メーカーがまず自社ブランドの CE 実現を優先したいのは当然のことと言え

る。しかし、国境を越えて往来する自動車という製品はその遍在性ゆえに、それぞれの地域社会で「ブランドを問わず」横断

的な CE を目指すことが重要となる。そうした環境において、ブランドをまたいでその国・地域の全ての使用済み自動車の

Car-to-Car を実現できるのは、一定の中立性を持つ総合商社のような業態であるかもしれない。 

メーカーは責任ある生産者としてリサイクルしやすいマテリアルの開発や、構造設計に注力し、環境に負荷をかけないような

解体手法や、廃材を再資源化する手法の青写真を描く。一方で、総合商社はそうしたメーカー勢やリサイクルを手掛ける事

業者勢と連携し、必要に応じて共にプロジェクトを形作ることができる地場パートナーを発掘する。そのようにして始まった試み

は、グローバルに見たら最初は小さな点かもしれない。しかしそれがやがて面となり、面から地域、そして地域からグローバルを

 
7 2022年から2024年の間、日本における使用済み自動車（中古車）のうち54%が海外へ輸出されている。（日本自動車会議所およびジャ

パンキャリアなどの統計データから三井物産戦略研究所が推計） 
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覆うような CE の動きへとつながっていく。 

本レポートでは一例として自動車業界に焦点を当てたが、こうした考え方は商材を問わず、他業界でも当てはまることと考

える。例えばグローバルに展開するメーカーと総合商社が手を取り合い、先導することにより、それぞれの分野における CE は計

り知れない成長の可能性を秘めていると言えないだろうか。多方面でそのような動きが多く発生し、やがてグローバルに広がっ

ていくような将来の社会の姿に期待したい。 
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当レポートに掲載されているあらゆる内容は無断転載・複製を禁じます。当レポートは信頼できると思われる情報ソースから入手した情報・デー

タに基づき作成していますが、当社はその正確性、完全性、信頼性等を保証するものではありません。当レポートは執筆者の見解に基づき作

成されたものであり、当社および三井物産グループの統一的な見解を示すものではありません。また、当レポートのご利用により、直接的あるい

は間接的な不利益・損害が発生したとしても、当社および三井物産グループは一切責任を負いません。レポートに掲載された内容は予告なし

に変更することがあります。 
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